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2011年 8月 
環境・エネルギー関連事業者 各位 

国際連合工業開発機関（UNIDO） 
東京投資・技術移転促進事務所（ITPO Tokyo） 

 
「環境・エネルギー関連技術情報プラットフォーム」サービスについて 

 
拝啓 
ますます御健勝のこととお喜び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。 
東京投資・技術移転促進事務所(ITPO Tokyo)は、国連工業開発機関(UNIDO)の唯一の在日本事務所と
して、途上国の持続的工業開発を支援するべく、主に日本からの投資･技術移転に取り組んでいます。

当事務所では、途上国において環境･エネルギー問題が顕在化する中で、日本企業が有する優れた環境・

エネルギー関連技術に対する期待の高まりを受けて、2010 年７月から、途上国へ移転可能な環境・エ
ネルギー関連技術に関する情報を当事務所のホームページ上 www.unido.or.jp で提供しています。 
現状のアクセス状況を含め、以下にサービスをご案内させていただきます。本サービスの利用は無料と

なっておりますので、ご一読の上、御社技術の掲載について、検討いただければ幸いです。 
敬具 

 
1． プラットフォームの概要 
当事務所のホームページは、UNIDO 本部のホームページはもとより、途上国の投資促進機関

（Investment Promotion Agency）のホームページなどともリンクが張られており、日本からの投資･
技術移転に関心を有する方々に対して、直接、関連情報を提供することが可能です。保有されている関

連製品・技術の海外展開（海外直接投資、JV などのパートナーシップ、特許の実施許諾及びその初期
段階としての製品･システムの輸出など）にご関心のある企業の皆様にとって、効果的なアウトリーチ

の場（プラットフォーム）としてご活用いただけるものと考えています。 
プラットフォームでは、環境・エネルギー関連技術を、A)気候変動対策と省エネ、B)環境汚染対策、

C)廃棄物処理とリサイクルの３分野に大別し、さらに小分類を設けて掲載しています。 
 

A) 気候変動対策と省エネ 
1.農業、漁業、林業  2.産業 3.建物 4.発電部門 5.再生可能エネルギー  
6.植林や土壌改善 

B) 環境汚染対策 
1.残留有機汚染物質(POPs) 2.オゾン層破壊物質(ODS) 3.大気汚染 
4.工業排水 5.下水 6.陸水 7.海水 8.土壌や地下水 9.都市と住環境  

C)廃棄物処理とリサイクル 
1.プラスチックリサイクル 2.金属リサイクル 3.自動車リサイクル(ELV)  
4.電気電子機器リサイクル 5.最終処分 6.製造プロセス ７.一般廃棄物 
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2． アクセス状況（2011年 4月～7月） 
当サイトへのアクセス元：７５カ国（１３の掲載技術に対するもの） 

 
 ■アクセス元 

 先進国、新興国、途上国を問わず世界中からアクセスがあることが確認されています。アク

セス数は、先進国・新興国からが多いものの、東南アジア、南米、中東、アフリカといった幅

広い途上国からのアクセスも確認されており、UNIDOの途上国での認知度の高さを示すとと
もに、本プラットフォームが、途上国からも注目されていることが分かります。 
途上国・新興国の例（アクセス数順）： インド、中国、ブラジル、バングラディッシュ、フ

ィリピン、インドネシア、イラン、トルコ、ベトナム、シンガポール、パキスタン、タイ、ベ

ネズエラ、ロシア、マレーシア、カンボジア、UAE、サウジアラビア、スリランカ、ウガン
ダ、ヨルダン、南ア、メキシコ、ペルー、オマーン、ナイジェリア など 

 
 ■海外からの引き合い事例 

ある掲載企業へのヒアリングによると、南ア、インド、イタリア、ドイツ、米国から実際の

コンタクトがあり、南ア、インド、ドイツについては案件組成に向けての話し合いが続いてい

るそうです。技術確認のための訪日も行われており、途上国のニーズに適した技術情報の提供

により、途上国で真剣に技術を求めている行政担当者、民間企業技術者、技術コンサルタント

の関心を集めている様子がわかります。 
 

 ■関連する支援スキーム 
当事務所では、直接投資や技術移転促進を支援するために、途上国の政府・政府関連機関の

投資促進専門官を招聘しています。2011年は、7月末までに、カンボジア、ドミニカ共和国、
ボツワナ、ウガンダ、インド、バングラデシュ、南アフリカ共和国（リンポポ州・東ケープ州）

から招聘しました。このプログラムを利用して、掲載技術を途上国にプロモーションしたり、

途上国の情報を収集していただくことも可能です。 
また、UNIDO は世界 45 ヶ国に現地事務所・デスクを構えており、UNIDO ネットワーク
を活用したプロモーションも可能です。 

 
3． その他 

(1) 提供された情報の扱い 
申請者より提供された情報は、本情報提供以外のいかなる目的にも使用致しません。 

(2) 掲載の可否について 
申請のあった情報の掲載可否の判断は、当所にて行います。また、一度掲載された技術情報に

ついては、当所にて定期的に見直しを行い、掲載継続の可否を判断致します。これらの判断は、

当事務所が単独で行います。なお、掲載することとなった場合の掲載情報につきましては、申

請者との合意の下に決定致します。 
(3) 提供情報にかかる責任について 
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本サービスにより提供される情報に起因するいかなる事態に関しても、当事務所は一切の責任

を負いません。提供情報の妥当性等については、申請者の責任において確保願います。 
(4) 当事務所への連絡 
当サービスの成果と思われる海外等からの照会等があった場合には、弊所担当まで、ご一報戴

ければ幸いです。 
(5) 利用料について 
  本サービスの利用は無料です。 

 
掲載を希望される方は、企業情報、技術の概要（含む、比較優位性）、海外展開の将来見通しなどの情

報を、規定のテンプレート（別添）に記載した上で、当事務所担当（今津、醍醐、瀧口）宛、

itpo.tokyo@unido.org に添付して、お申し込み下さい。 


